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資格証明書世帯が受診抑制を招か
ないよう短期保険証発行を要求
田口一登議員（市議団長）は、3月4日の代表質

問で、新型コロナウイルス感染症に関連して国民

健康保険の資格証明書の取扱いについて質問しま

した。

国保料を支払えず資格証明書を交付された人は

医療費の全額を自己負担しなければならず、受診

を控えれば、重症化の懸念や、周囲への感染を広

げる恐れがあります。

田口議員は「受診が抑制されることのないよう、

資格証明書世帯に対して短期保険証を発行するべ

き」と求めました。

海野健康福祉局長は「新型コロナウイルスの現

在の状況などを踏まえて検討する」と前向きの答

弁をしました。

国保の資格証明書世帯に朗報
こうした中、名古屋市は、代表質問の2日後の3

月6日、各区役所に「資格証明書世帯に遅くとも3

月13日までに短期保険証を送付」するよう通知し

ました。

通知では「重症化を予防する観点から（感染が

疑われる）被保険者の、その他の疾病に係る受診

控えが生じないようにする必要があり、全ての世

帯の医療アクセスを確保することが重要」「新型

コロナウイルス感染症の流行への対応の一環とし

て、必要な医療を直ちに受けることができない状

況にある資格証明書世帯等に対し、短期保険証を

交付する」としています。

短期保険証は、3月5日現在資格証明書が交付さ

れている市内3,252世帯に、簡易書留郵便で13日

までに送付されました。各区別の送付世帯数は

（表１）の通りです。

送付された短期保険証の有効期限は4月30日

（木）までとなっています。

資格証明書制度は廃止すべき
国保の「資格証明書」は、国保料の未納者に対

する制裁措置として国が導入した制度です。

資格証明書が交付された世帯は、通常の保険証

が取り上げられ、医療機関窓口での医療費負担は

10割全額となるため、深刻な受診手控えが生じ、

全国各地で手遅れ死亡事故が生まれています。

共産党市議団は、国の制度導入当時から一貫し

て資格証明書の交付に反対し、制度の廃止を求め

てきました。

名古屋市の場合、（表２）の通り2007年度から

大量交付の方針に転換し、最近10年間は4,000世

帯前後に交付しています。

横浜市や広島市のように交付ゼロの政令市があ

り、県内でも春日井市・豊田市はじめ35市町村

（65％）が交付をしていません。

新型コロナウイルス感染症の感染防止のための

教訓からも、資格証明書の交付はきっぱりやめる

べきです。

田口団長の代表質問を受け
国保資格証明書世帯に保険証を交付

（表１）

資格証明書世帯に保険証

を送付した各区別世帯数

千種区 ２３３

東 区 １５１

北 区 ２６６

西 区 ２２１

中村区 １７２

中 区 ５９７

昭和区 １０７

瑞穂区 ８１

熱田区 ４８

中川区 ２６７

港 区 ２５７

南 区 ２１７

守山区 １６７
緑 区 １７７
名東区 １５７
天白区 １３４
合 計 ３，２５２

（表２）－各年６月１日－

名古屋市の資格証明書

交付世帯の年度別推移

2001年 ０

2003年 ８

2005年 １５

2006年 １８

2007年 ６６２

2008年 １，０８８

2009年 ２，０３７

2010年 ３，４９０

2011年 ４，１５２

2012年 ４，３３８

2013年 ４，３４７

2014年 ４，１３５

2015年 ３，７６４

2016年 ３，８６４

2017年 ３，９１２

2018年 ３，９６４

2019年 ３，６１６


